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子の監護権と転居
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法「親による子奪取防止法 (Parental Kidnapping Prevention Act：
PKPA)」および 1997 年成立の「統一子の監護権管轄および執行法
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LaMusga ケースは Burgess ケースを踏襲していると明示しているが、
評者によっては、その評価は異なっている。Burgessケースは、カリフォ
ルニア州家族法 7501 条に基づき、裁判所が子の監護権者には子の住居を

























































同州の 1984年の Cooper v. Cooper
(30)
ケースも、監護親による証明責任を
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者が動機の誠実さ (sincere, good-faith reason) を証明した後で、非監護
親が転居は子の最善の利益に害になるという証明責任を課すと変更し、
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士アカデミー (American Academy ofMatrimonial Lawyers) が各州の判
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全米においては、15秒毎に女性が暴力を受けており、女性 4 人に 1人
は生涯のうちで DVの被害にあっている。殺害された女性の 3人に 1人
は、かつてのまたは現在のパートナーによる加害である。フロリダ州では、
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